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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （千円） 1,148,293 1,072,517 1,239,371 2,237,300 2,379,115 

経常利益又は経常損失(△) （千円） 100,504 △102,880 125,130 321,149 △109,852 

中間（当期）純利益又は中

間（当期）純損失（△) 
（千円） 48,238 △69,163 59,710 174,850 △78,785 

持分法を適用した場合の投

資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 673,427 673,427 673,427 673,427 673,427 

発行済株式総数 （株） 1,743,700 3,487,400 3,487,400 1,743,700 3,487,400 

純資産額 （千円） 2,066,247 2,070,822 2,086,036 2,192,859 2,061,199 

総資産額 （千円） 2,980,925 3,071,110 3,001,967 3,176,396 2,906,598 

１株当たり純資産額 （円） 1,184.98 593.80 598.16 1,247.27 591.04 

１株当たり中間（当期）純

利益金額又は１株当たり中

間（当期）純損失金額(△) 

（円） 27.66 △19.83 17.12 89.95 △22.59 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） － － － 20 10 

自己資本比率 （％） 69.3 67.4 69.5 69.0 70.9 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 16,848 △49,590 332,122 △43,701 44,537 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △64,959 △21,479 △14,735 △388,893 △76,243 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △147,860 △62,838 △46,862 △178,921 △83,745 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（千円） 1,995,117 1,445,664 1,734,645 1,579,572 1,464,121 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（人） 

209 

(9) 

240 

(16) 

224 

(4) 

230 

(18) 

231 

(18) 



 （注）１． 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

２． 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３． 第６期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

４.  第６期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額及び第８期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５． 第７期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額及び第７期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間純損失及び１株当たり当期純損失であるため記

載しておりません。 

６． 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

７.  平成16年５月20日付で株式１株を２株に分割しております。 

 なお、第６期中及び第６期の１株当たり中間（当期）純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計 

算しております。 

８.  平成17年５月20日付で株式１株を２株に分割しております。 

     なお、第７期中及び第７期の１株当たり中間（当期）純損失は、株式分割が期首に行われたものとして計 

  算しております。  

  



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

  当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

（１）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員等）は、当中間会計期間の平均 

人員を（ ）外数で記載しております。 

（２）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 224 (4) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（１）業績 

  当社は、現在ＳＭＯ（Site Management Organization 治験施設支援機関）事業をコアビジネスとしておりま

す。同事業は、新医薬品開発のプロセスにおいて、製薬企業の依頼を受けて臨床試験を実施する医療機関から、そ

の業務の一部を受託するものであります。 

  ＳＭＯ業界は、製薬業界における「新薬開発の期間短縮のためには臨床試験の迅速化・効率化ならびに質の向上

が不可欠」との認識の高まりや、医療業界全般における診療報酬以外の新たな収益源の確保に対する期待などを背

景として、受注案件の増加による拡大が続いております。 

  その一方で、製薬業界においては増え続ける研究開発費に対して歯止めを掛けるべく、ＳＭＯが提供するサービ

スの質、量、スピード、価格等について、従来以上の高い水準でのバランスを要求する傾向が強まっており、業界

内において激しい受注競争が続いております。 

  こうした環境のもと、当社は、当中間会計期間におきまして、早期の黒字回復を確実なものとするため、プロジ

ェクト管理を行う専任チームを新設するなど早期の症例獲得と100％の症例達成率に主眼を置いたプロジェクト管

理体制を構築し、コスト削減による価格競争力の強化を柱とする事業の建て直しに注力いたしました。 

  また、積極的な受注活動を行った結果、当中間会計期間における受注高は18億74百万円（前年同期比7.8％増）

となり、当期目標の38億円に向け概ね計画通りに推移しております。当中間会計期間末における受注残高は29億50

百万円（前年同期末比16.5％増）となりました。 

 さらに、受注力の強化のため、臨床試験を実施する提携医療機関数を今期末までに700に拡充することを目標に

掲げ、その獲得にも注力したしました。その結果、当中間会計期間末における提携医療機関数は、564（前年同期

末比88増加）となり、そのうち病院数は214（前年同期末比39増加）、診療所数は350（前年同期末比49増加）とな

りました。 

 受注案件の増加に対しても、シフト管理や業務プロセスなどの改善を通じた既存従業員の生産性の向上による対

応を図り、当中間会計期間における臨時雇用者を含めた従業員数は228名（前年同期末比28名減少）となりまし

た。 

  以上の結果、当中間会計期間における売上高は12億39百万円（前年同期期比15.6％増）、営業利益は1億23百万

円（前年同期は1億2百万円の営業損失）、経常利益は1億25百万円（前年同期は1億2百万円の経常損失）、中間純

利益は59百万円（前年同期は69百万円の純損失）となりました。 

 売上高につきましては、プロジェクト管理の強化などの効果によって順調に計上できた他、一部の案件が予定よ

り早く終了して前倒しで計上されたことなどから、当初計画の10億85百万円を1億54百万円上回りました。営業利

益につきましては、上述のとおり売上高が予想を上回り、組織体制や業務プロセスの見直しなどによる総製造費用

の削減に努めた結果、売上総利益が3億74百万円と前年同期比で1億49百万円増加したことに加え、販売管理費及び

一般管理費を2億51百万円と前年同期比で76百万円削減した結果、前年同期比で大幅に改善いたしました。  

（２）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前中間会計期間に比べ２億88百万円増

加し、当中間会計期間末には17億34百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとお

りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は3億32百万円（前年同期は49百万円の使用）となりました。これは主に税引前中

間純利益で１億24百万円、売上債権の減少で58百万円、未成前受金の増加で47百万円、法人税等の還付額で67百万

円得られたことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は14百万円（前年同期は21百万円の使用）となりました。これは主に有価証券の償

還で3億円得られた一方、投資有価証券の取得で2億99百万円、無形固定資産の取得で14百万円使用したことによる

ものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果使用した資金は46百万円（前年同期は62百万円の使用）となりました。これは長期借入金の返済

で12百万円、配当金支払額で34百万円使用したことによるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

（１）生産実績 

 該当事項はありません。 

（２）受注状況 

当中間会計期間の受注状況を事業別に示すと、次のとおりでありあます。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．受注残高については、四半期ごとに評価（洗い直し）を行なっております。 

    ３．当中間会計期間から品目別から事業別に変更して表示しております。 

（３）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を事業別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１．当中間会計期間から品目別から事業別に変更して表示しております。 

     ２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する 

割合は次の通りであります。 

    ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題に重要な変更または新たに生じた課題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 記載すべき事項はありません。 

事業別 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

SMO事業 1,841,647 107.3 2,929,615 116.4 

その他の事業 32,584 146.7 21,346 136.4 

合計 1,874,232 107.8 2,950,962 116.5 

事業別 
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

SMO事業（千円） 1,198,811 112.7 

その他の事業（千円） 40,560 447.1 

合計（千円） 1,239,371 115.6 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

万有製薬株式会社 27,643 2.6 129,337 10.4 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

   当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（１）当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は、 

   次のとおりです。  

     システムのバージョンアップについて、計画の一部を変更し、投資予定金額を当初の20,000千円から 

    5,600千円とし、平成18年6月末に完了しました。 

（２）新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月1日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により 

    発行されたものは含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 6,720,000 

計 6,720,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月19日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 3,487,400 3,487,400 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 3,487,400 3,487,400 － － 



（２）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権（ストックオプション）に関する事項は

次のとおりであります。 

 平成16年６月29日定時株主総会決議（平成16年11月11日開催取締役会決議） 

（３）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 第１回      384 同左 

  第２回      116 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 第１回     76,800 同左 

  第２回     23,200 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 第１回     1,970 同左 

  第２回     1,987 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成21年６月30日 

同左 

  

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

第１回  発行価格    1,970 

     資本組入額    985 

同左 

  

  
第２回  発行価格    1,987 

      資本組入額      993.5 

同左 

  

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者

は、権利行使時において当社の取締

役、監査役及び従業員の地位にある

ことを要する。 

② 各新株予約権の一部行使は、そ

の目的たる株式の数が当社の一単元

の株式数の整数倍となる場合に限

り、これを行うことができる。 

③ その他の行使の条件について

は、当社株主総会決議及び取締役会

決議に基づき、新株予約権の割当を

受けた者との間で締結する契約に定

めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには当社取締

役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 ──────────── ────────────  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年4月1日～ 

平成18年9月30日 
－ 3,487,400 － 673,427 － 1,058,227 



（４）【大株主の状況】 

 （注）１.発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

    ２.上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が48千株あります。 

    ３.上記、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は、214千株 

      であります。なお、それらの内訳は、年金信託設定分に4千株、投資信託設定分に210千株となっておりま 

      す。 

    ４.アトランティス・インベストメント・マネージメント・リミテッドから、平成18年5月11日付で提出された 

           大量保有報告書の変更報告書の写しににより平成18年4月30日現在で124千株（3.58％）を保有している旨の 

           報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における所有株式数の確認ができませんので、 

          上記大株主の状況には含めておりません。 

    ５.スパークス・グループ株式会社（旧名称：スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社）から平成18 

          年11月15日付で提出された大量保有報告書の変更報告書の写しににより平成18年10月31日現在で保有株数が 

           ない旨の報告を受けております。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％）

株式会社キースジャパン 山梨県北杜市小淵沢町10060-341 920 26.38 

中 村 和 男 東京都渋谷区 848 24.32 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

(信託口） 
東京都中央区晴海1-8-11 

214 6.15 

尾 芝 一 郎 兵庫県芦屋市 84 2.43 

ステートストリートバンクアンドトラストカンパ

ニー５０５０３０ 

(常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀行) 

WORLD TRADE CENTER STRAWINSKYL 

AAN 1455 1077XX AMSTERDAM 

NETHERLAND 

（東京都中央区日本橋兜町6-7） 

50 1.43 

ＳＳＩ従業員持株会 
  

東京都品川区西五反田2-8-1 

五反田ファーストビル 

42 1.22 

上 田 明 継 兵庫県芦屋市 24 0.69 

株式会社エー・ジー・ピー 東京都千代田区麹町1-8 22 0.63 

日本証券金融株式会社  東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 17 0.50 

馬 野 詠 子  東京都大田区 15 0.44 

計 － 2,238 64.19 



（５）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が48,000株含まれております。また、 

    「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数480個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,487,200 34,872 － 

単元未満株式 普通株式 200  － － 

発行済株式総数 3,487,400 － － 

総株主の議決権 － 34,872 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 969 863 699 672 730 835 

最低（円） 852 650 625 475 478 649 



３【役員の状況】 

（１）新任役員 

 該当事項はありません。 

（２）退任役員 

 該当事項はありません。 

（３）役職の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 

治験支援実施部門

担当、営業部門担

当、新規事業部門

担当兼品質管理部

門担当 

営業推進部長  

取締役 

治験支援実施部門

担当、営業部門担

当、新規事業部門

担当兼品質管理部

門担当 

慶野 晋一 平成18年10月1日 

取締役 
管理部門担当 

人事総務部長 
取締役 管理部門担当 住吉 徹 平成18年7月1日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の中間財務諸表については、中央青山監査法人の中間監査を受け、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）の中間財務諸表については、あずさ監査法人の中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

（１）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金   1,445,664     1,734,645     1,464,121     

２．営業未収入金   381,089     227,717     286,019     

３．有価証券   299,850     －     299,925     

４．未成プロジェクト
支出金 

  580,663     401,084     421,911     

５．その他   96,426     70,574     152,355     

流動資産合計     2,803,693 91.3   2,434,022 81.1   2,624,333 90.3 

Ⅱ 固定資産                     

１. 有形固定資産 ※１                   

（１）建物   27,216     22,998     24,897     

（２）器具備品   32,202     20,285     25,174     

有形固定資産合計   59,418     43,283     50,071     

２. 無形固定資産   114,861     133,424     140,671     

３. 投資その他の資産                     

（１）投資有価証券   －     299,160     －     

（２）その他   93,136     92,077     91,520     

投資その他の資産
合計 

  93,136     391,237     91,520     

固定資産合計     267,416 8.7   567,945 18.9   282,264 9.7 

資産合計     3,071,110 100.0   3,001,967 100.0   2,906,598 100.0 

              

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．営業未払金   1,249     1,631     11,499     

２．１年以内返済予定
長期借入金 

  33,340     18,750     25,000     

３．未払法人税等   －     43,751     －     

４．未成前受金   723,636     630,054     582,647     

５．賞与引当金   73,412     72,211     65,162     

６. 未成プロジェクト
損失引当金 

  －     25,000     26,000     

７．その他 ※２ 125,828     92,438     102,282     

流動負債合計     957,466 31.2   883,838 29.4   812,592 28.0 

Ⅱ 固定負債                     

１．長期借入金   18,750     －     6,250     

２．退職給付引当金   24,072     32,092     26,556     

固定負債合計     42,822 1.4   32,092 1.1   32,806 1.1 

負債合計     1,000,288 32.6   915,931 30.5   845,398 29.1 

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     673,427 21.9   － －   673,427 23.2 

Ⅱ 資本剰余金                     

１．資本準備金   1,058,227     －     1,058,227     

資本剰余金合計     1,058,227 34.5   － －   1,058,227 36.4 

Ⅲ 利益剰余金                     

１．利益準備金   500     －     500     

２．任意積立金   649     －     649     

３．中間（当期）未処
分利益 

  338,018     －     328,396   

利益剰余金合計     339,168 11.0   － －   329,545 11.3 

資本合計     2,070,822 67.4   － －   2,061,199 70.9 

負債・資本合計     3,071,110 100.0   － －   2,906,598 100.0 

 (純資産の部）             

Ⅰ 株主資本              

 １.資本金     － － 673,427 22.4   － － 

 ２.資本剰余金             

  (１) 資本準備金   －   1,058,227 －     

 資本剰余金合計     － － 1,058,227 35.3   － － 

 ３.利益剰余金             

  (１) 利益準備金    －   500 －     

  (２) その他利益剰余金             

     繰越利益剰余金   －   353,882 －     

 利益剰余金合計     － － 354,382 11.8   － － 

   株主資本合計     － － 2,086,036 69.5   － － 

   純資産合計     － － 2,086,036 69.5   － － 

  負債純資産合計     － － 3,001,967 100.0   － － 



②【中間損益計算書】 

    

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,072,517 100.0   1,239,371 100.0   2,379,115 100.0 

Ⅱ 売上原価     847,054 79.0   864,445 69.7   1,875,622 78.8 

売上総利益     225,463 21.0   374,925 30.3   503,493 21.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    328,415 30.6   251,862 20.3   613,455 25.8 

営業利益又は営業
損失（△） 

    △102,952 △9.6   123,062 10.0   △109,962 △4.6 

Ⅳ 営業外収益 ※１   618 0.0   2,224 0.1   921 0.0 

Ⅴ 営業外費用 ※２   546 0.0   156 0.0   811 0.0 

経常利益又は経常
損失（△） 

    △102,880 △9.6   125,130 10.1   △109,852 △4.6 

Ⅵ  特別利益     － －   － －   5,000 0.2 

Ⅶ 特別損失 ※３   2,625 0.2   404 0.0   5,187 0.2 

税引前中間純利益
又は税引前中間
（当期）純損失
（△） 

    △105,505 △9.8   124,725 10.1   △110,040 △4.6 

法人税、住民税及
び事業税 

  3,620     38,128     8,223     

法人税等調整額   △39,962 △36,341 △3.4 26,887 65,015 5.3 △39,477 △31,254 △1.3 

中間純利益又は中
間（当期）純損失
（△） 

    △69,163 △6.4   59,710 4.8   △78,785 △3.3 

前期繰越利益     407,182     －     407,182   

中間(当期)未処分
利益 

    338,018     －     328,396   

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本  

純資産合計 
資本金  

資本剰余金 利益剰余金  

株主資本 

合計  資本 

準備金  

資本 

剰余金 

合計  

利益 

準備金 

その他利益剰余金 利益 

剰余金 

合計  
任意積立金

繰越利益 

剰余金 

 平成18年３月31日 残高（千円） 673,427 1,058,227 1,058,227 500 649 328,396 329,545 2,061,199 2,061,199 

中間会計期間中の変動額          

  特別償却準備金の取崩し（注）         △649 649 － － － 

  利益処分による利益配当（注）           △34,874 △34,874 △34,874 △34,874 

  中間純利益           59,710 59,710 59,710 59,710 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － △649 25,485 24,836 24,836 24,836 

 平成18年９月30日 残高（千円） 673,427 1,058,227 1,058,227 500 － 353,882 354,382 2,086,036 2,086,036 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

税引前中間純利益又
は税引前中間(当期）
純損失（△） 

  △105,505 124,725 △110,040

減価償却費   18,025 26,025 36,433

賞与引当金の増減額 
（△は減少額） 

  2,181 7,049 △6,067

退職給付引当金の増
減額（△は減少額） 

  7,834 5,536 10,318

 未成プロジェクト損
失引当金の増減額
（△は減少額） 

  － △1,000 26,000

受取利息及び受取配
当金 

  △115 △395 △197

支払利息   425 156 687

オフィス移転費用   － － 315

売上債権の増減額 
（△は増加額） 

  60,213 58,302 155,282

たな卸資産の増減額 
（△は増加額） 

  △15,215 20,827 143,535

仕入債務の増減額 
（△は減少額） 

  439 △9,868 10,689

未成前受金の増減額 
（△は減少額） 

  153,326 47,407 12,337

未払消費税等の増減
額（△は減少額） 

  △24,189 △5,853 △14,202

固定資産除却損   － 337 －

役員賞与支払額    △18,000 － △18,000

その他   △19,838 △7,894 △10,194

小計   59,580 265,355 236,898

利息及び配当金の受
取額 

  190 211 197

利息の支払額   △372 △137 △600

法人税等の還付額   － 67,208 －

法人税等の支払額   △108,989 △515 △191,958

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △49,590 332,122 44,537

 



    

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

投資有価証券の取得
による支出 

  － △299,160 －

有価証券の償還によ
る収入 

  － 300,000 －

有形固定資産の取得
による支出 

  △9,700 △176 △9,979

無形固定資産の取得
による支出 

  △8,615 △14,782 △63,438

長期前払費用の取得
による支出 

  △2,303 △566 △2,160

保証金等の預入によ
る支出 

  △860 △51 △664

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △21,479 △14,735 △76,243

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

長期借入金の返済に
よる支出 

  △28,332 △12,500 △49,172

配当金の支払額   △34,506 △34,362 △34,573

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △62,838 △46,862 △83,745

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（△は減少額） 

  △133,908 270,524 △115,451

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,579,572 1,464,121 1,579,572

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 1,445,664 1,734,645 1,464,121

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１. 資産の評価基準及び評

価方法 

(1)  有価証券 

   その他有価証券     

(1)  有価証券 

   その他有価証券     

(1) 有価証券 

  その他有価証券     

    時価のないもの 

  移動平均法による原価法を 

採用しております。 

    同左 

  

    同左 

  

  (2）たな卸資産 

未成プロジェクト支出金 

 個別法による原価法によっ

ております。 

(2）たな卸資産 

未成プロジェクト支出金 

    同左 

(2）たな卸資産 

未成プロジェクト支出金 

    同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物   ３～15年 

器具備品 ３～15年 

(1）有形固定資産 

       同左 

  

  

  

(1）有形固定資産 

      同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

(2）無形固定資産 

       同左 

  

(2）無形固定資産 

      同左 

  (3）長期前払費用 

 定額法によっております。 

(3）長期前払費用 

      同左 

(3）長期前払費用 

     同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上することとしてお

ります。 

 なお、当中間会計期間末の貸

倒引当金残高はありません。 

(1）貸倒引当金 

      同左 

  

  

  

  

  

 

(1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上することとしてお

ります。 

 なお、当期末の貸倒引当金残

高はありません。 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与金の支払に備え

て、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

      同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与金の支払に備え

て、賞与支給見込額の当期負担

額を計上しております。 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

 なお、退職給付債務の算定に

あたっては、簡便法を採用して

おります。 

(3）退職給付引当金 

      同左 

  

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務に基づき計上しております。 

 なお、退職給付債務の算定に

あたっては、簡便法を採用して

おります。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

   (4) 未成プロジェクト損失引当金 

────── 

  

 (4) 未成プロジェクト損失引当金 

    当中間会計期間末の仕掛プロ 

 ジ ェクトのうち、当中間会計期 

 間以降損失が発生すると見込ま 

 れ、かつ、当中間会計期間末時 

 点で当該損失額を合理的に見積る

  ことが可能なプロジェクトにつ 

  いては、当該見積額を計上して 

  おります。 

  (追加情報） 

   前事業年度末より、受注環境 

 の変化により、受注プロジェク 

 トの損失発生に備え財務の健全 

 化を図るため、上記引当金を計 

 上しております。この結果、当 

 中間会計期間における営業利益、

 経常利益及び税引前中間純利 

 益がそれぞれ25,000千円減少し 

 ております。  

 (4) 未成プロジェクト損失引当金 

 当事業年度末の仕掛プロジェ

クトのうち、当事業年度以降損

失が発生すると見込まれ、かつ

当事業年度末時点で当該損失額

を合理的に見積もることが可能

なプロジェクトについては、当

該見積額を計上しております。 

（追加情報） 

 当事業年度より、受注環境の

変化により、受注プロジェクト

の損失発生に備え財務の健全化

を図るため、上記引当金を計上

しております。この結果、営業

損失、経常損失及び税引前当期

純損失がそれぞれ26,000千円増

加しております。  

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

        同左       同左 

５．中間キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシ

ュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

        同左       同左 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

       同左 

消費税等の会計処理 

     同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に

か係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日）及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。これによる損益に

与える影響はありません 

  

 ────── 

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

9日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月9日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は2,086,036千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。  

 (固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日）及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）を適

用しております。これによる損益に与

える影響はありません。  

  

────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

──────  未払法人税等は負債及び純資産の合計額の1/100を超えた

ため、区分掲記することとしました。なお、前中間会計期

間は流動負債の「その他」に7,671千円含まれておりま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１. 有形固定資産の減価償却累計額 

71,098千円 

※２. 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺の上、当該金額6,925千円を流動負

債の「その他」に含めて表示しており

ます。 

※１. 有形固定資産の減価償却累計額 

      56,987千円 

※２. 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺の上、当該金額 11,058千円を流動

負債の「その他」に含めて表示してお

ります。 

※１. 有形固定資産の減価償却累計額 

 75,633千円 

   ──────────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 115千円 法人税等還付加算金 1,828千円 雑収入 723千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 425千円 支払利息    156千円 支払利息     687千円

※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの 

オフィス移転に伴う損失 2,625千円 固定資産除却損 337千円 オフィス移転費用 2,360千円

４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 9,006千円

無形固定資産 8,267千円

有形固定資産 6,960千円

無形固定資産 17,857千円

有形固定資産 18,214千円

無形固定資産 16,643千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間   （自 平成18年４月1日 至 平成18年９月30日） 

 （注）上記の新株予約権は、当中間会計期間中に権利行使期間の初日が到来しております。 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

   株式の種類 前事業年度末株式数 
当中間会計期間増加

株式数 
当中間会計期間減少

株式数 
当中間会計期間末株式数 

発行済株式   

普通株式（株） 3,487,400 － － 3,487,400

合計  3,487,400 － － 3,487,400

自己株式    

普通株式（株）  － － － －

合計   － － － －

２.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

      新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間会計期間
末残高(千円）前事業年度末

当中間会計期
間増加 

当中間会計期
間減少  

当中間会計期
間末 

平成16年６月29日定時株主

総会決議 第１回 
 普通株式 76,800 － － 76,800 －

平成16年６月29日定時株主

総会決議 第２回 
 普通株式 23,200 － － 23,200 －

 合計  普通株式 100,000 － － 100,000 －

３.配当に関する事項  

決議  株式の種類 
 配当金の総額 
  （千円） 

 １株当たり 
配当額（円） 

基準日   効力発生日 

平成18年6月27日 

定時株主総会 
 普通株式 34,874 10  平成18年3月31日  平成18年6月27日 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 1,445,664

現金及び現金同等物 1,445,664

  （千円）

現金及び預金勘定 1,734,645

現金及び現金同等物 1,734,645

  （千円）

現金及び預金勘定 1,464,121

現金及び現金同等物 1,464,121



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額  

  

取得価額

相当額 

（千円） 

減価償却

累計額相

当額 

（千円） 

中間期末

残高相当

額 

（千円） 

器具備品 29,586 10,898 18,687 

ソフトウ

ェア 
18,592 2,880 15,712 

合計 48,178 13,778 34,400 

  

取得価額

相当額 

（千円）

減価償却

累計額相

当額 

（千円）

中間期末

残高相当

額 

（千円）

器具備品 25,593 8,454 17,139 

ソフトウ

ェア 
25,563 7,997 17,565 

合計 51,157 16,452 34,704 

  

取得価額

相当額 

（千円） 

減価償却

累計額相

当額 

（千円） 

期末残高

相当額 

（千円）

器具備品 36,983 15,489 21,493 

ソフトウ

ェア 
26,690 6,013 20,676 

合計 63,673 21,503 42,169 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 12,018千円

１年超 22,676千円

合計 34,694千円

１年内   11,383千円

１年超 23,834千円

合計 35,218千円

１年内 13,274千円

１年超 29,347千円

合計 42,621千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

支払リース料 3,267千円

減価償却費相当額 3,046千円

支払利息相当額 205千円

支払リース料  7,941千円

減価償却費相当額   7,464千円

支払利息相当額 538千円

支払リース料      11,491千円

減価償却費相当額  10,771千円

支払利息相当額    860千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については利息法によ

っております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

当社はデリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

当社はデリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

当社はデリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

割引金融債（ワリショー） 299,850 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

割引金融債（ワリショー） 299,160 

 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

割引金融債（ワリショー） 299,925 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 593.80円

１株当たり中間純損失金額 19.83円

１株当たり純資産額 598.16 円

１株当たり中間純利益金額  17.12円

１株当たり純資産額 591.04円

１株当たり当期純損失金額  22.59円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在するものの１株当たり中間純損失

であるため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。 

 当社は、平成17年５月20日付で株式

１株につき２株の株式分割を行ってお

ります。 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間会計期間

及び前事業年度における１株当たり情

報については、以下のとおりとなりま

す。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産

額 

１株当たり純資産

額 

592.49円 623.63円 

１株当たり中間純

利益金額 

１株当たり当期純

利益金額 

13.83円 44.98円 

 なお、潜在株式

調整後１株当たり

中間純利益金額に

ついては、潜在株

式が存在しないた

め記載しておりま

せん。      

 なお、潜在株式

調整後１株当たり

当期純利益金額に

ついては、希薄化

効果を有している

潜在株式が存在し

ないため記載して

おりません。 

  

  

 当社は、平成17年５月20日付で株式

１株につき２株の株式分割を行って

おります。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

前事業年度 

１株当たり純資産額 

623.63円 

１株当たり当期純利益金額 

44.98円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日）

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日）

中間純利益又は中間（当期）純損

失（△）（千円） 
△69,163 59,710 △78,785 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (－)

普通株式に係る中間純利益又は普通

株式に係る中間（当期）純損失

（△）（千円） 

△69,163 59,710 △78,785 

期中平均株式数（千株） 3,487 3,487 3,487 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

 平成16年６月29日

定時株主総会による

新株予約権方式のス

トックオプション

（株式の数100千株） 

 平成16年６月29日

定時株主総会による

新株予約権方式のス

トックオプション

（株式の数100千株） 

   平成16年６月29日定

時株主総会による新株

予約権方式のストック

オプション 

（株式の数100千株） 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ────────────   ────────────   ──────────── 

  

  

  

  

  

    

  

  

   
  

  



（２）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(１）有価証券報告書及びその添付書類 

      事業年度（第７期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月28日関東財務局長に提出。

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１５日

サイトサポート・インスティテュート株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサイトサポート・イ

ンスティテュート株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、サイト

サポート・インスティテュート株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１

７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 熊 坂 博 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 一 宏 

      



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年12月18日 

サイトサポート・インスティテュート株式会社  

 取締役会 御中    

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  台  祐二    

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 宮木 直哉   

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサイト

サポート・インスティテュート株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第８期事業年度の中間会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中

間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、サイトサポート・インスティテュート株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

  

  （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途途保管しております。 
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